
令和４年第４回議会
（定例会）

議案参考資料

令和４年１１月２９日
会期予定 １１月２９日～１２月２２日
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議案第７２号 第５次交野市基本構想の策定について １２～１３

議案第７３号 交野市事務分掌条例の一部を改正する条例について １４～１７

議案第７４号 交野市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について １８～１９

議案第７５号 交野市情報公開・個人情報保護審査会条例の制定について ２０～２１

目 次

-3-



目 次

議案番号 議案名 ページ番号

議案第７６号 交野市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の制定について ２２～２３

議案第７７号 交野市教育委員会委員の数を定める条例の制定について ２４～２５

議案第７８号
交野市国民健康保険特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画推進審議
会条例の制定について

２６～２７

議案第７９号
東部大阪都市計画森北二丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に
関する条例の制定について

２８～３４

議案第８０号
指定管理者の指定について（交野市立いわふね自然の森スポーツ・文化セン
ター）

３５～３７

議案第８１号 市道の廃止及び認定について ３８～４9

議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について 50～65

議案第８３号 令和４年度交野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 66～68

議案第８４号 令和４年度交野市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 69

-4-



諮問第３号 人権擁護委員の推薦について

２．氏名

古賀 啓三郎（こが けいざぶろう）

３．生年月日

参考資料 総務部人権と暮らしの相談課

４．写真

昭和２５年１０月２９日

５．履歴
職 歴

昭和５１年 ４月 大阪府教育委員会
（教職）

平成２３年 ４月 ㈶交野市体育文化協会
常勤職員

平成２４年 ４月 交野市立郡津小学校
常勤講師

平成２５年 ４月 交野市立交野小学校
常勤講師

公職歴
平成２９年 ４月

）交野市妙見東地区区長
令和 ２年 ３月
平成２９年 ７月 人権擁護委員

現在に至る。

令和５年６月３０日に任期満了となる下
記委員を人権擁護委員候補者(再任）と
して法務大臣に推薦したいため。

１．提案理由
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諮問第４号 人権擁護委員の推薦について

２．氏名

柏原 せつ子（かしはら せつこ）

３．生年月日

参考資料 総務部人権と暮らしの相談課

４．写真

昭和２４年４月２６日

５．履歴

職 歴
昭和４５年 ４月 大阪府教育委員会

（教職）

平成２２年 ４月 交野市立私市小学校
非常勤講師

平成２４年 ４月 交野市立倉治小学校
非常勤講師

公職歴
平成２９年 ７月 人権擁護委員

現在に至る。

令和５年６月３０日に任期満了となる下
記委員を人権擁護委員候補者(再任）と
して法務大臣に推薦したいため。

１．提案理由
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諮問第５号 人権擁護委員の推薦について

２．氏名

町谷 雄次（まちや ゆうじ）

３．生年月日

参考資料 総務部人権と暮らしの相談課

４．写真

昭和１７年２月９日

５．履歴

職 歴
昭和３５年 ５月 大阪法務局勤務

昭和６３年 ４月 法務省勤務

平成１４年 ２月 奈良地方法務局所属
公証人

賞 罰
平成２４年 ４月 瑞宝小綬章受章

令和５年６月３０日に任期満了となる松
田茂夫氏の後任として、下記の者を人権
擁護委員候補者(新任）として法務大臣
に推薦したいため。

１．提案理由
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諮問第６号 人権擁護委員の推薦について

２．氏名

西尾 喜久男（にしお きくお）

３．生年月日

参考資料 総務部人権と暮らしの相談課

４．写真

昭和２２年３月１６日

５．履歴

職 歴
昭和４４年 ４月 四條畷学園高等学校

非常勤講師

昭和４５年 ４月 同志社香里中・高等学校
(教職）

令和５年６月３０日に任期満了となる大
田律子氏の後任として、下記の者を人権
擁護委員候補者（新任）として法務大臣
に推薦したいため。

１．提案理由
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諮問第７号 人権擁護委員の推薦について

２．氏名

東 恵美（あずま えみ）

３．生年月日

参考資料 総務部人権と暮らしの相談課

４．写真

昭和３６年１２月８日

５．履歴

職 歴
昭和５９年 音楽教室

現在に至る。

昭和５９年 ピアニスト・声楽家
現在に至る。

令和５年６月３０日に任期満了となる九
門りり子氏の後任として、下記の者を人
権擁護委員候補者(新任）として法務大
臣に推薦したいため。

１．提案理由
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報告第１５号 専決処分事項報告について（和解及び損害賠償の額の決定）

１．事故発生日時

令和４年９月７日（水）午後１時１０分頃

参考資料 環境部環境事業課

３．事故現場位置図

２．事故発生場所

交野市妙見坂４丁目６－７

４．現場付近詳細図

５．示談内容

相手方との交渉の結果、令和４年１１月２日付けで、相手方修理費を３６３，０００円
を負担することで示談が成立した。

接触場所
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議案第７１号 教育委員会委員の任命について

２．氏名

大平 香寿美（おおひら かずみ）

３．生年月日

参考資料 総務部人事課

４．写真

昭和５５年４月２９日

５．履歴

平成１９年 ９月 司法試験合格

平成２０年１２月 日本弁護士連合会・
大阪弁護士会登録
大阪船場法律事務所
勤務

平成２５年１０月 梅田東法律事務所
（独立開業）現在に
至る。

平成２９年 ４月
）交野市教育委員会委員

令和 ４年１０月

１．提案理由

令和４年１０月２７日に任期満了となっ
た下記委員を再任したいため。
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議案第７２号 第5次交野市基本構想の策定について

１．策定する計画名称

第５次交野市総合計画基本構想

２．計画策定の趣旨

本市では、交野市基本構想条例に基づき「市に関わるあらゆる事業又は活動の企画立案、実行及び評価の基本的な指針

とする構想」を策定し、まちづくりを進めている。

第４次交野市総合計画基本構想の策定から１０年が経過し、社会環境や経済状況の変化が加速化する中、市民や事業

者・団体、行政等が協力し、活力ある地域社会に向けて取り組んでいくことが一層重要となることから、改めて目指すべ

き「まちの将来像」を示す指針として、令和５年度を始期とする新たな基本構想を策定するもの。

基本構想案の作成にあたっては、市民や学識経験者、市議会議員等から構成される基本構想審議会に諮問の上、市民

ワークショップや市民意識調査等を踏まえて議論を進めてきたものであり、令和８年度までの方針をまとめた第１期基本

計画案とともに答申を受けたもの。

参考資料 企画財政部政策企画課

３．計画の構成・期間

第５次交野市総合計画

財政運営基本方針等

基本構想（12年）

基本計画（4年）

財政見通し・PDCA

実施
計画

実施
計画

実施
計画

実施
計画

基本計画（4年）

財政見通し・PDCA

実施
計画

実施
計画

実施
計画

実施
計画

基本計画（4年）

財政見通し・PDCA

実施
計画

実施
計画

実施
計画

実施
計画

令
和
５
年
度
（
２
０
２
３
年
度
）

令
和
１
６
年
度
（
２
０
３
４
年
度
）

基本構想（議決事項）
まちの将来像・まちづくりの目標を示す
指針

基本計画
まちづくりの目標を実現するための施策
体系と方向性を示すもの

実施計画

基本計画の施策体系に基づいた具体的な
取組みを示すもの
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議案書２５Ｐ



別記様式第３号（第８条関係） 
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

       令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７２号 

第 5次交野市基本構想の策定について 政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

交野市基本構想条例 

（目的） 

第１条 この条例は、交野市（以下「市」という。）が、市に関わるあらゆる事業又は活動の企画立案、

実行及び評価の基本的な指針とする構想（以下「基本構想」という。）を策定するために必要な事項

を定めることを目的とする。 

 平成 23年の地方自治法の一部改正により基本構想の策定義務はなくなったが、全国の多くの市区町

村において、条例を根拠に、基本構想を基軸とした総合計画を策定し運用している。 

 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

本市では、交野市基本構想条例に基づき「市に関わるあらゆる事業又は活動の企画立案、実行及び

評価の基本的な指針とする構想」を策定し、まちづくりを進めている。 

第４次交野市総合計画基本構想の策定から１０年が経過し、社会環境や経済状況の変化が加速化す

る中、市民や事業者・団体、行政等が協力し、活力ある地域社会に向けて取り組んでいくことが一層

重要となることから、改めて目指すべき「まちの将来像」を示す指針として、令和５年度を始期とす

る新たな基本構想を策定するもの。 

基本構想案の作成にあたっては、市民や学識経験者、市議会議員等から構成される基本構想審議会

に諮問の上、市民ワークショップや市民意識調査等を踏まえて議論を進めてきたものであり、令和８

年度までの方針をまとめた第１期基本計画案とともに答申を受けたもの。 

基本構想では、「まちづくりの目標」を実現するための基本姿勢として、「多様な主体との協働」と

「持続可能な行政運営」を掲げている。これらの考えに基づき計画的に取組みを進めることで、多様

な主体との協働を政策効果に結び付けることを目指すとともに、持続的な財政運営を図るもの。 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

令和 3年 7月に市において策定方針を定めた上で、同年 10月に基本構想審議会に対して計画策定全

般について諮問した。その後、各種調査や市民ワークショップの実施、庁内では幹部級会議及び若手

職員によるワークグループでの検討等で情報共有を図るとともに、審議会において素案の審議を積み

重ね、令和 4年 8月のパブリックコメントを経て、同年 10月に審議会から答申があった。 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

76．市民も事業者も市の職員も、みんなで楽しく汗をかいている 

80．一人ひとりの悩みや想いがつながってまちの施策になってい  

る 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

令和 3 年度は、市民意識調査や地区・事業者・市民活動団体に対してアンケートを実施するととも

に、市民及び市若手職員が参加したワークショップを実施し、市民等の意見を基本構想（まちの将来

像やまちづくりの目標等）に反映した。 

令和 4年度は、8月にパブリックコメントを実施し、1件の意見提出があった。 

〈政策等の実施時期〉 令和５年４月１日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

企画財政部 政策企画課  有 ・ 無 （第 1期基本計画・策定過程等） 



議案第７３号 交野市事務分掌条例の一部を改正する条例について

１．条例改正の目的

市長が掲げる重点施策を推進するにあたり、今年度に実施した機構改革を踏まえ、より効率的・
効果的に取組みを進めていくため、次のとおり機構改革を行う。
なお、本条例は、部に関わる事務分掌を規定するものであるため、課に関わる部分については、
別途規則改正を行う。（施行期日：令和５年４月１日）

(1) 財産管理・利活用機能の強化
現在、総務部内に設置された「財産管理室」では、公共施設等総合管理計画や公共施設等再
配置計画を踏まえ、市有財産の管理・活用や建築物の営繕を担うとともに、庁舎整備について
も検討を進めている。
また、都市計画部内に設置された臨時組織「まちづくり推進室」では、「市民創造の森構想
及び星田地域の課題対応等事業」、「寺作業所跡地におけるスポーツ施設整備」といった個別
の市有財産活用事業を担っている。
まちづくり推進室が担うこれらの市有財産を活用した取組みは、政策上の優先度が高いこと
とあわせて、市有財産に係る総括的な管理のもと進めていくことが望ましいことから、市長直
轄の組織として、取組みの実効性をより高めていくため、財産管理室に機能及びノウハウを集
約し、新たに部に属さない「財産管理室」として設置するもの。

参考資料 企画財政部 政策企画課
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議案書２７Ｐ～２８Ｐ



議案第７３号 交野市事務分掌条例の一部を改正する条例について

参考資料 企画財政部 政策企画課

(1) 秘書・政策調整機能の強化
市長が掲げる重要施策等を効率的・効果的に推進するにあたり、総合調整機能をより充実さ
せるため、企画財政部内において２つの課に分かれていた秘書機能と政策調整機能を統合し、
新たに「秘書政策課」を設置するもの。

(2) 情報発信機能の強化
市内外への情報発信機能を強化し、本市のブランディングの確立に繋げるため、情報政策課
を「情報マーケティング課」に改めるもの。また、本課においてふるさと納税の活性化に向け
た事務を担うもの。

(3) 都市計画・まちづくり機能の強化
新たなまちづくりの調整や公共交通に係る検討、移住・定住促進の取組み等を推進していく
にあたり、都市計画課が担う都市計画・まちづくり機能、住宅政策機能を充実させるため、課
の名称を「都市まちづくり課」に改め、必要な事務分掌の整理を行うもの。
なお、これまで臨時機構「まちづくり推進室」が所掌していた「第二京阪道路沿道における
土地区画整理事業の企画調整等」については、都市まちづくり課が引き継ぐもの。

(4) まちづくり推進室の廃止
以上のとおり、まちづくり推進室が担ってきた事務事業については、新たに設置される財産
管理室及び都市計画部都市まちづくり課にそれぞれ引き継ぐことから、当室は廃止する。

２．【参考】条例改正を伴わない規則改正案
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

         令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７３号 

交野市事務分掌条例の一部を改正する条例につ

いて 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１項の規定に基づき、市長の権限に属する事

務を分掌させるため、事務分掌条例の一部を改正し、部に属さない市長直轄の組織として新たに「財

産管理室」を置く。 

  

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

現在、都市計画部内に設置された臨時組織「まちづくり推進室」で担っている「市民創造の森構想

及び星田地域の課題対応等事業」、「寺作業所跡地におけるスポーツ施設整備」といった個別の私有財

産を活用した取組みは、政策上の優先度が高いこととあわせて、市有財産に係る総括的な管理のもと

進めていくことが望ましいことから、市長直轄の組織として、取組みの実効性をより高めていくため、

財産管理室に機能及びノウハウを集約し、新たに部に属さない「財産管理室」として設置するもの。 

 重要施策に応じて組織、機構を変更することで、業務をより効果的・効率的に進めていくことがで

きる。 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

 

 

 

 

 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

76 市民も事業者も市の職員も、みんなで楽しく汗をかいている 

81 公共の施設がいろいろな市民の活動に利用されている 

82 公共の施設の窓口が便利でわかりやすく親切である 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

 〈政策等の実施時期〉 令和５年４月１日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

企画財政部 政策企画課  有 ・ 無 （新旧対象表等） 
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交野市事務分掌条例（平成９年条例第１９号）新旧対照表 

新 旧 

（部の設置） （部の設置） 

第１条 （略） 第１条 （略） 

２ 前項に規定する部のほか、市長の権限に属する事務を分掌させる

ため、次の部に属さない室（以下「室」という。）を置く。 

２ 前項に規定する部のほか、市長の権限に属する事務を分掌させる

ため、次の部に属さない室（以下「室」という。）を置く。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 財産管理室  

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 総務部は、行政内部の基幹的事務及び安心して暮らせ、活力

あふれる地域社会づくりを担うものとし、その主な事務分掌は次の

とおりとする。 

第２条 総務部は、行政内部の基幹的事務及び安心して暮らせ、活力

あふれる地域社会づくりを担うものとし、その主な事務分掌は次の

とおりとする。 

（１）～（１３） （略） （１）～（１３） （略） 

 （１４） 営繕、管財に関すること。 

２～８ （略） ２～８ （略） 

第２条の２ （略） 第２条の２ （略） 

２ 第１条第２項第２号に規定する室の事務分掌は次のとおりとす

る。 

（１） 営繕、管財に関すること。 

（２） 市有財産の総合調整及び活用等に関すること。 

 

 



議案第７４号 交野市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について

１．条例制定の目的

国の個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、従来、地方公共団体ごとに条例で規定して
いた個人情報の取扱いについて法に基づく統一ルールによることとなるため、既存の条例を廃
止し、法が条例に規定することを許容する事項を定めるため、新たに条例を制定する。
（施行期日：令和５年４月１日）

２．条例制定の主な内容

主な内容 新条例 現行条例 法

開示請求に係る費用負担
（新条例第３条関係）

写しの作成及び送付に
要する実費負担

写しの作成及び送付に
要する実費負担

３００円／１件の手数料
＋

写しの送付に要する実費負担

開示決定等に係る期限
（新条例第４条第１項関係）

開示請求があった日から
１５日以内

開示請求があった日から
１５日以内

開示請求があった日から
３０日以内

開示決定等に係る期限の延長
（新条例第４条第２項関係）

１５日に限り延長可能 １５日に限り延長可能 ３０日に限り延長可能

参考資料 総務部総務課

３．関連Ｗｅｂサイト ：https://www.ppc.go.jp/personalinfo/minaoshi/【個人情報保護委員会ＨＰ】

現行条例に規定する水準を維持するよう新条例に規定を設ける。
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

     令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７４号  

交野市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定につい

て 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の施行に関し必要な事項を定めるもの。  他市においても、個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、同様の条例が制定される。 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、従来、地方公共団体ごとに条例で規定していた個人情

報の取扱いについて法に基づく統一ルールによることとなるため、既存の条例を廃止し、法が条例に

規定することを許容する事項を定めるため、新たに条例を制定するもの。 

 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

 令和３年５月１９日に個人情報の保護に関する法律の一部改正が公布され、令和５年４月１日に一

部施行される。 

 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

77 暮らしに役立つ情報が、わかりやすく、すぐ手に入る 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

交野市個人情報の保護に関する法律施行条例（素案）について、令和４年９月１日から同月３０日

まで意見等募集を行った結果、提出された意見等は０件であった。 

〈政策等の実施時期〉 令和５年４月１日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

総務部 総務課  有 ・ 無   条例の概要 

 



議案第７５号 交野市情報公開・個人情報保護審査会条例の制定について

１．条例制定の目的

個人情報の保護に関する法律の改正に伴い、交野市個人情報保護審査会の設置を規定してい
る交野市個人情報保護条例を廃止するため、新たに本条例を制定し、交野市情報公開審査会と、
交野市個人情報保護審査会を統合し、情報公開及び個人情報の開示請求等に係る審査請求が
あった場合の諮問機関として、交野市情報公開・個人情報保護審査会を設置する。
（施行期日：令和５年４月１日）

２．条例制定の主な内容

審査会 審査会の役割

交野市情報
公開審査会

交野市情報公開条例の規定による諮問
に応じ審査請求について調査審議する

参考資料 総務部総務課

３．関連Ｗｅｂサイト ：https://www.ppc.go.jp/personalinfo/minaoshi/【個人情報保護委員会】

審査会 審査会の役割

交野市情報公
開・個人情報
保護審査会

①交野市情報公開条例の規定による
諮問に応じ審査請求について調査審
議する
②個人情報の保護に関する法律の規
定による諮問に応じ審査請求につい
て調査審議する
③交野市議会の個人情報の保護に関
する条例の規定による諮問に応じ審
査請求について調査審議する

審査会 審査会の役割

交野市個人
情報保護審

査会

交野市個人情報保護条例の規定による
諮問に応じ審査請求について調査審議
する
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

     令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７５号  

交野市情報公開・個人情報保護審査会条例の制定について 政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

次に掲げる行為を行うため、交野市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を

置く。 

⑴ 交野市情報公開条例第１４条第３項の規定による諮問に応じ審査請求について調査審議する

こと。 

⑵ 個人情報の保護に関する法律第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による諮

問に応じ審査請求について調査審議すること。 

⑶ 交野市議会の個人情報の保護に関する条例第４５条第１項の規定による諮問に応じ審査請求

について調査審議すること。 

 他市においても、同様の諮問機関が設置されている。 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

情報公開請求に係る審査請求があった場合の諮問機関として、交野市情報公開条例に基づく交野市

情報公開審査会を、個人情報の開示請求等に係る審査請求があった場合の諮問機関として、交野市個

人情報保護条例に基づく交野市個人情報保護審査会をそれぞれ設置しているところ、個人情報の保護

に関する法律の改正に伴い、交野市個人情報保護条例を廃止することから、交野市情報公開審査会及

び交野市個人情報保護審査会を統合し、諮問機関として新たに交野市情報公開・個人情報保護審査会

の設置を行うもの。 

 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

 令和３年５月１９日に個人情報の保護に関する法律の一部改正が公布され、令和５年４月１日に一

部施行される。 

 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

19 困ったとき何でも気軽に相談できるところがある  

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

 〈政策等の実施時期〉 令和５年４月１日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

総務部 総務課  有 ・ 無   条例の概要 

 



議案第７６号 交野市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の制定について

１．条例制定の目的

情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術を利用する方法により手続等を行う
ために必要となる事項を定めることにより、手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の
簡素化及び効率化を図り、もって市民生活の向上に寄与するため。
（施行期日：令和５年４月１日）

２．条例制定の主な内容

参考資料 総務部総務課

条番号 内容

第３条
（電子情報処理組織に

よる申請等）

条例等において書面により行うこととされている申請について、規則
等で定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法（いわゆ
るオンライン申請）により行うことができるものとする。

第４条
（電子情報処理組織に
よる処分通知等）

条例等において書面により行うこととされている処分通知について、
規則等で定めるところにより、電子情報処理組織を使用する方法によ
り行うことができるものとする。

第６条
（電磁的記録による作

成等）

条例等において書面により行うこととされているものについて、規則
等で定めるところにより、電磁的記録により作成・保存することがで
きるものとする。

第８条
（添付書面等の省略）

条例等において申請に際し添付することが規定されているものについ
て、規則等で定めるものにより、電子情報処理組織を使用して参照で
きる場合は、省略することができるものとする。

３．関連Ｗｅｂサイト ：https://www.digital.go.jp/laws/ 【デジタル庁法令ＨＰ】
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

     令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７６号  

交野市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の

制定について 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術を利用する方法により手続等を行うた

めに必要となる事項を定めることにより、手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素

化及び効率化を図り、もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 近隣市（枚方市、守口市等）においても同様の条例が制定されている。 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

国では、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律により、行政手続のオンライン化のた

めに必要な事項等が定められているところである。 

本市においても、法の適用を受けない条例等において書面等により行うこととされている行政手続

について、情報通信技術を利用する方法により手続等を行うことによって市民等の利便性の向上や行

政運営の効率化等を図る上で必要な事項を定めるため、本条例を制定するもの。 

 

 

書面等により行うこととされている申請等の手続について、情報通信技術（いわゆるオンライン申

請等）を利用することによって、市民等の利便性の向上や行政運営の効率化等が期待できる。 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

  

 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

77 暮らしに役立つ情報が、わかりやすく、すぐ手に入る 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

 〈政策等の実施時期〉 令和５年４月１日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

総務部 総務課  有 ・ 無   条例の概要 

 



議案第７７号 交野市教育委員会委員の数を定める条例の制定

１．条例制定の目的

今日の教育を取り巻く環境は複雑化しており、多岐に渡る課題解決を図るために、多く
の意見を取り入れ、幅広くその意見を反映させるため、教育委員会委員の数を増やすこと
を目的とする。（施行期日：令和５年４月１日）

２．条例制定の内容

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第３条において規定されている教育委員会委
員の数４人について、同条ただし書の規定により、教育委員会委員の数を現行の４人から
変更し、６人と定める。

教育委員の数 該当市

４人

（３１市町村）

岸和田市、池田市、泉大津市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方市、茨木市、八尾市、
富田林市、河内長野市、大東市、柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、

藤井寺市、東大阪市、泉南市、四條畷市、交野市、大阪狭山市、阪南市、島本町、
能勢町、熊取町、田尻町、太子町、河南町、千早赤阪村

５人
（11市町）

大阪市、堺市、豊中市、吹田市、寝屋川市、松原市、和泉市、箕面市、豊能町、
忠岡町、岬町

６人 泉佐野市

参考資料 教育総務室

３．大阪府下の状況

令和４年４月現在

-24-
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【議会基本条例第 10 条第 1 項関係】 

政策等情報の説明資料 

         令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７７号 

交野市教育委員会委員の数を定める条例の制

定について 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 3 条に規定において委員の数

は４人と定められているが、同条ただし書の規定により、条例を定め、委員

の数を６人とするもの。 

  

 大阪府下４３市町村の状況 

委員４人…３１市町村（現交野市含む） 

委員５人…１１市町 

委員６人… １市 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

1,512 

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

今日の教育を取り巻く環境は複雑化しており、多岐に渡る課題解決を図る

ために、多くの意見を取り入れ、幅広くその意見を反映させるため、教育委

員会委員の数を増やすことを目的に条例を制定するもの。 

教育委員の数を増やすことにより、より多くの意見を取り入れ、幅広く意見

を反映させることができる。 

・報酬 1 人あたり年 756 千円 

 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

 文部科学省からの通知において、教育委員会が行う施策について多様な民

意を幅広く反映させるため、委員の数を５人以上とすることも積極的に考慮

されるべきとの見解が示された。 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

20 子どもたちが、しっかりとした基礎学力を身につけている 

23 地域や学校、家庭が協力して、子どもの健やかな成長を支え

ている 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

 〈政策等の実施時期〉 令和５年４月 1日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

教育総務室   有 ・ 無 （条例概要） 

 



議案第７８号 交野市国民健康保険特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画推進審議会条例
の制定について

１．条例制定の目的

交野市国民健康保険特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画の策定について調査及
び審議する場として、審議会を設置するため、新たに審議会条例を制定する。
（施行期日：公布の日）

２．条例の主な内容

参考資料 市民部医療保険課

３．施行期日：公布の日

主な内容

所掌事務
（条例第２条）

交野市国民健康保険特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画の策定について調査及び審議を
行う。
必要に応じ、進捗について意見交換を行う。

組織
（条例第３条）

委員は１０人以内で組織
（１）交野市医師会の会員
（２）交野市歯科医師会の会員
（３）北河内薬剤師会の会員
（４）四條畷保健所の職員
（５）関係行政機関の職員
（６）市民団体代表者
（７）その他市長が適当と認める者

任期
（条例第４条）

任期は３年とし、再任は妨げない。

-26-
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

      令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７８号 

交野市国民健康保険特定健康診査等実施計画及びデータヘ

ルス計画推進審議会条例の制定について 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項の規定に基づき、交野市国民健康保険

特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画推進審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

門真市「計画策定委員会」を設置 

枚方市「健康推進本部会議」を活用 

寝屋川市「国民健康保険運営協議会」に含む 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

 

236 

    

236 

 

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

交野市国民健康保険被保険者に対し、生活習慣病の発症や重症化の予防を目的とする特定健診、特定

保健指導や、レセプト及び健診結果の分析等に基づく健康寿命の延伸を目的とした保健事業を実施す

るにあたり、保健医療の専門的見地を有する関係機関の連携を強化し、より効果的かつ効率的な計画

推進に向け、審議会を立ち上げる必要があるため。 

 

将来的な効果としては、必要な健康診査や健康指導を受けることで、健康寿命の延伸や医療費の削減

が期待出来る。 

審議会を開催する際は、条例に定める委員報酬が必要となる。 

（委員報酬：年 236千円） 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

平成２０年「交野市特定健康診査等実施計画」策定 

平成２５年「交野市第２期特定健康診査等実施計画」策定 

平成２７年「交野市国民健康保険データヘルス計画」策定 

平成３０年「交野市国民健康保険第３期特定健康診査等実施計画及び第２期データヘルス計画」策定 

令和５年「交野市国民健康保険第４期特定健康診査等実施計画及び第３期データヘルス計画」策定予

定 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

4．運動を心がけ、健康が維持できるよう体力を養っている。 

16．病気にならないよう予防や衛生環境に気をつけている 

17．かかりつけのお医者さんなど身近な医療機関があり、安心

できる。 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  

 〈政策等の実施時期〉 公布の日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

市民部 医療保険課  有・ 無 条例の概要 

 



議案第７９号 東部大阪都市計画森北二丁目地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する
条例の制定について

１．条例制定の目的

東部大阪都市計画森北二丁目地区地区計画の決定に基づき、地区計画区域内の建築物の
制限等を定めることにより、適正な都市機能と健全な都市環境の形成を確保したいため。

２．条例制定の内容

地区計画区域内の建築制限内容について（第４条から第９条関係）
・建築物の用途の制限
・建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最高限度
・建築物の建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度
・建築物の敷地面積の制限
・建築物の高さの制限
・壁面の位置の制限
緩和規定及び特例について（第１０条及び第１１条関係）
・既存建築物に対する建築制限の緩和規定を定める。
・公益上必要な建築物等の特例について定める。
緑化率の制限及び特例について（第１２条及び第１３条関係）
・緑化率の最低限度を定める。
・緑化率の最低限度の特例を定める。
かき又はさくの構造の制限（第１４条）
・かき又はさくを設置する場合の構造の制限と緩和について定める。
違反建築物に対する措置などについて（第１５条から第１８条関係）
・違反建築物に対する是正措置について定める。
・違反建築物に対する報告及び立入検査について定める。
・罰則について定める。

参考資料 都市計画部都市計画課

３．施行期日：公布の日 -28-

議案書５１Ｐ～５９Ｐ
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【議会基本条例第 10条第 1項関係】 

政策等情報の説明資料 

     令和４年１２月定例会 

議案の 

件 名 

議案第７９号  

東部大阪都市計画森北二丁目地区地区計画の区域内におけ

る建築物の制限に関する条例の制定について 

政策等 

の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 

その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 

建築基準法第６８条の２第１項及び都市緑地法第３９条第１項の規定に基づき、東部大阪都市計画

森北二丁目地区地区計画の区域内における建築物に関する制限及び建築物の緑化率の最低限度を定

めることにより、適正な都市機能と健全な都市環境を確保することを目的とする。 

  

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 

総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 

森北二丁目地区では、駅周辺の立地や平成 22年 3月に開通した第二京阪道路によって交通利便性

が向上し、かつ、農業従事者の高齢化や後継者不足等といった問題に直面していることから、無秩序

な乱開発の可能性が危惧されている。良好な市街地の維持・保全を図り、当該地の交通利便性を活か

した住宅系の土地利用を推進していくため、地区計画により土地利用等を規制・誘導を図り、地区計

画に定められた建築物等に関する制限内容を条例化することにより、地区計画の目標や目的をより具

体化し、その実現化を図ろうとするもの。 

条例を制定することにより、交通利便性を活かした良好な都市環境を誘導することが期待できる。 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 

条例制定の前提となる「東部大阪都市計画森北二丁目地区地区計画の決定」について、令和４年７

月２９日に都市計画審議会を開催し、原案のとおり承認され、令和４年８月２６日付けで告示された。 

 

 

“かたのサイズ”をめざす像 

（主要３つ） 

46毎日の暮らしの中に、自然の恩恵を感じている 

60第二京阪道路によってまちが活性化して潤っている 

61交通が便利で、どこへでも気軽に出かけている 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称 都市計画マスタープラン 

〈市民参加の状況〉 策定年度 平成２３年度 

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間 平成２３年から令和４年 

条例の制限内容を定めた計画である「森北二丁目地区地区計画」策定にあたり、都市計画法第 17

条の規定に基づき『都市計画の変更の案の縦覧』を令和４年６月１３日から令和４年６月２７日まで

の２週間、公衆の縦覧に供し、広く市民に意見を求めた。 

〈政策等の実施時期〉 公布の日 

担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 

都市計画部 都市計画課  有 ・ 無   条例の概要 
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東部大阪都市計画地区計画の決定（交野市決定） 

都市計画森北二丁目地区地区計画を次のように決定する。 

 

名  称 森北二丁目地区地区計画 

位  置 交野市森北二丁目地内 

面  積 約 2.8ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

当地区は、ＪＲ西日本学研都市線「河内磐船駅」より、500ｍ以

内に位置し、土地区画整理事業が実施された「河内磐船駅北地区」

に隣接する位置に立地している。 

当地区は、JR「河内磐船駅」及び京阪電鉄交野線「河内森駅」

の両駅の徒歩圏内にあり、大阪中心部への通勤や通学にも便利な、

交通の利便性に優れた地区となっている。また、河内磐駅北地区

には、駅前広場や公園、幼稚園、中学校、スーパー等が立地し、

日常生活の利便性の高い地区ともなっている。 

本計画は、こうした交通・生活利便性の高い地区において、良

好な居住環境の整備をするため、自然環境と調和した緑とうるお

いのある住宅地区として、ふさわしい環境の形成や、維持、保全

することを目標とする。 

土地利用の方針 

緑豊かな、ゆとりとうるおいのある低層の戸建て住宅を主とし

た街区の形成を図るため、主要な区画道路、公園・緑地及びその

他公共空地（調整池）を地区施設として位置付ける。 

また、地区を区分し、それぞれ次のような土地利用を図る。 

（低層住宅地区） 

戸建住宅を主体とした低層住宅等の立地する地区とする。 

宅地内緑化については樹木緑化とすること。 

（既存住宅地区） 

市道私部森南線及び既設の市道に沿って既に住宅等の利用がな

されている地区であり、地区全体と調和のとれた土地利用とする。 

地区施設の整備方針 

秩序ある住宅地の形成を図るため、骨格となる道路や公園・緑

地を適切に配置する。周辺環境に配慮し、雨水排水の流出抑制を

行うため、その他公共空地（調整池）を配置する。 

建築物等の整備の方針 

低層住宅地区においては、周辺の自然環境と調和した健全で快

適な市街化の形成を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の

容積率及び建ぺい率の最高限度、建築物等の高さの最高限度、建

築物の形態又は意匠の制限、かき又はさくの構造の制限を定める。

既存住宅地区では建築物等の用途の制限、建築物の容積率及び建

ぺい率の最高限度、建築物等の高さの最高限度、建築物の形態又

は意匠の制限、かき又はさくの構造の制限を定める。 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

地区施設の 

配置及び規模 

1.地区施設公園：公園 約 2,366 ㎡ 

2.地区施設道路：1 号線 幅員 9.9ｍ 延長 194.2 ｍ 

2 号線 幅員 9.9ｍ 延長 94.7 ｍ 

3 号線 幅員 6.9ｍ 延長 64.1 ｍ 

4 号線 幅員 6.9ｍ 延長 104.1 ｍ 

5 号線 幅員 6.9ｍ 延長 93.9 ｍ 

6 号線 幅員 6.9ｍ 延長 203.5 ｍ 

3. その他公共空地：調整池 約 1,180 ㎥ 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 
る 

事 

項 

地区の

区分 

地区の 

名称 
低層住宅地区 既存住宅地区 

地区の 

面積 
約 2.6ha 約 0.2ha 

建築物等の 

用途の制限 

次の建築物以外は、建築できない。 

①住宅（３戸建て以上の長屋を除く） 

②共同住宅、寄宿舎又は下宿 

③住宅で、延べ面積の 2 分の 1 以上を住宅の用に供し、次に掲げる用

途を兼ねるもの（これらの用途に供する部分の床面積の合計が 50 ㎡

を超えるものを除く。） 

ア.事務所（建築基準法施行令第 130 条の 3 第 1 号に掲げるものに限

る。） 

イ.日用品の販売を主たる目的とする店舗 

ウ.理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋そ

の他これらに類するサービス業を営む店舗 

エ.学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

オ.美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房 

（原動機の制限：出力の合計 0.75kw 以下） 

④集会所（近隣住民の集会の用に供するものに限る。） 

⑤診療所（患者の収容施設があるものを除く） 

⑥前各号の建築に附属するもの 

（建築基準法施行令第 130 条の 5 に掲げるものは除く） 

建築物の容積率

の最高限度 
100％ 

建築物の建蔽率

の最高限度 
50％ 

建築物の敷地面

積の最低限度 
180㎡ 

 

 

 

壁面の位置の 

制限 

建築物の外壁若しくはこれに代

わる柱（以下「外壁等」という。） 

の面から敷地境界線までの距離

の限度は 1ｍとする。 

－ 

地 区 整 備 計 画 建 築 物 等 に 関 す る 事 項 高さの最高 10ｍかつ当該部分から前面道路の反対側の境界線又は真北の敷地境界
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限度 線上 5 メートルの高さから 1 メートルにつき 1.25 メートル上がる斜

線の内側に建築物を納めなければならない。 

形態・意匠 

屋根、外壁等の色彩は、良好な住環境にふさわしい落ち着いた色合い

のものとするとともに、街区全体としての調和に配慮する。又、看板、

広告板についても周辺景観と調和したものとなるよう文字、図柄、色

彩、形状等のデザインに配慮するとともに、大きさや表示内容につい

ても必要最小限とし、周辺の環境を損なわないものとする。 

緑化率の最低 

限度 
20％ － 

かき又はさくの

構造の制限 

かき・さくは生垣、ネットフェンス、鉄柵等とし、ブロック塀、その

他これに類するものは築造してはならない。ただし、次の各号に掲げ

るものについてはこの限りでない。 

（1）高さが 0.6ｍ以下のもの 

（2）門 

（3）門の袖で長さが 2ｍ以下のもの 

備考 
 

 

「地区計画、地区整備計画の区域、地区施設の配置、地区の区分は計画図表示のとおり」 

 



位 置 図

私部公園

第一中学校

岩船小学校

交野高校

100m

森北二丁目地区地区計画区域

Ｎ
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50m

計 画 図

1号線　計画幅員（9.9m）

2号線　計画幅員（9.9m）

3号線　計画幅員（6.9m）

4号線　計画幅員（6.9m）

5号線　計画幅員（6.9m）

6号線　計画幅員（6.9m）

その他公共空地（調整池）

道路
地
区
施
設

凡　　　　例

地区計画区域

公園

地
区
の

細
区
分
界

低層住宅地区

既存住宅地区
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交野市立いわふね自然の森スポーツ・文化センター

２．公の施設の名称

参考資料 生涯学習推進部 社会教育課

４．指定の期間

議案第８０号 指定管理者の指定について（交野市立いわふね自然の森スポーツ・文化センター）

（ シンコースポーツ株式会社、
住友林業緑化株式会社、
日本管財株式会社 ）

３．指定管理者となる団体

「 交野スターライトプロジェクトグループ 」

９年（ 令和５年４月１日 ～

令和１４年３月３１日 ）

１．提案理由

「交野市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例」に基づき、教育委員
会で指定管理者の候補者を選定したため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に
より、議会の議決を求めるもの

-35-
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議案第８０号　参考資料

施設名 所管部課

所在地

条例

施設概要（主な施設）

指定期間

募集方法 応募者数

所在地

団体名

代表者

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

29,211,000 29,211,000 29,211,000 29,211,000 29,211,000

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 ―

29,211,000 29,211,000 29,211,000 29,212,000 ―

提案内容（自主事業
等）

その他特記事項等

一般市民

学識を有する者

小山　登（会計士）

市職員

開催日 開催場所

第１回選定委員会 令和4年6月7日 青年の家

第２回選定委員会 令和4年9月13日
いわふね自然の
森スポーツ・文化
センター

選定委員の主な意見

指定管理者候補者

生涯学習推進部社会教育課

交野市私市９丁目４番８号

交野市立いわふね自然の森スポーツ・文化センター

◎西岡　浩二（生涯学習推進部長） ○近田　邦彦（企画財政部長）

スポーツレクリエーションセンター、キャンプ場、自然観察の場、天体研修センター

公募 ３者

岡本　真由美（公募） 山口　五十一（区長）

峰滝　和典（学識） 田島　良輝（学識）選定委員名簿
（◎は委員長、○は副
委員長）

生涯学習推進部　社会教育課

指定管理者候補者選定委員会の審査概要及び結果

大阪市西区江戸堀一丁目２番１１号

・提案内容が幅広く、特に市の課題部分の解決の提案が多かった。
・閑散期における集客促進策が評価できた。
・９年間、安定的にサービスが提供できる体制であった。
・現状の課題を把握した上で、設備の投資計画が提案されていた。

交野市立いわふね自然の森スポーツ・文化センター条例

議題

１．委嘱状交付
２．委員長・副委員長の選出
３．諮問について
４．指定管理者候補者の選定に係る情報公開について
５．指定管理者の概要及び委員会の所掌事務について
６．選定基準について

１．公募施設の申請書について
２．プレゼンテーション及びヒアリング
３．審査選定

令和５年４月１日～令和１４年３月３１日（９年）

¥262,900,000 （参考：現行の指定管理料　\30,849,000/1年）

交野スターライトプロジェクトグループ（代表企業　シンコースポーツ株式会社 大阪支店）

支店長　田邊　努

○市内事業者・市内団体と連携し、ニーズに合った新規事業の展開や施設老朽化・課題に対
する環境改善を実施することで集客促進を図る。

○体育館更衣室の環境改善
〇無料Wi-Fi設備の設置
〇ロッジにユニットシャワー設備の設置
〇府民の森との連携・イベントの開催

提案指定管理料（円）
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審査結果

選定基準 審査項目 配点

かたの山麓自然
とアウトドアカ
ルチャー創造グ
ループ

交野スターライ
トプロジェクト
グループ

星の里いわふね
ビジョンクリエ
イト

①団体の理念・経営方
針

5点×5人 17 21 14

②施設の管理に係る基
本方針

5点×5人 19 23 16

③事業運営計画 10点×5人 34 40 36

④個人情報の保護や情
報公開の取り扱い

⑤緊急時の対応

①施設の効率的な運営 5点×5人 19 17 15

②自主事業の取組み 5点×5人 20 19 16

③収支計画 5点×5人 14 21 14

①管理体制 5点×5人 16 20 15

②人材育成・研修計画 5点×5人 17 21 15

③雇用計画 5点×5人 17 18 15

④団体の経営状況 5点×5人 16 20 14

①運営実績

②提案

③障がい者や高齢者等
の雇用への配慮
④省エネルギー省資源
等の環境への配慮

80点×5人 278 322 254

¥269,280,000 ¥262,900,000 ¥277,641,000

45

20

5点×5人

15点×5人

1918

17 19 20

54 63

指定管理料（9年合計）

⑴公の施設の運営
が、利用者の平等な
利用の確保及びサー
ビスの向上が図られ
るものであること。

⑵公の施設の設置の
目的に即し、その管
理を効果的かつ効率
的に行うことができ
るものであること。

⑶公の施設の管理を
安定して行う人員、
能力を有しているも
のであること。

⑷その他市長等が施
設の性質に応じて別
に定める基準

合計点数（満点の60%以上が必要）

5点×5人
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議案第８１号 市道の廃止及び認定について

１．目的

２．廃止しようとする路線 ２路線 計 90.07ｍ

参考資料 都市整備部道路河川課

地域の交通及び防災のための機能的な道路網を形成するため、必要な路線の廃止及び道
路認定を行う。

(1) 路線の廃止
開発道路の延伸・接続に伴い、終点に変更の生じた路線について、あらためて道路認定

を行うため、既存路線の廃止を行う。

(2) 路線の認定
新たな住宅開発等により整備され既に本市に帰属されている路線及び本市事業により整

備を行った路線のうち、必要な路線について道路法第8条第1項に基づく道路認定を行う。

路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（m） 位置図

9107 星 田 ９ ９ 号 線 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ０ ７番 １ ８ 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ０ ７番 ３ ０ 59.77 1

9103 幾 野 ６ ９ 号 線 幾 野 ３ 丁 目 １ ７ ４ ４番 １ １ 幾 野 ３ 丁 目 １ ７ ４ ４ 番 ２ 30.30 10

議案書63Ｐ～66Ｐ
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議案第８１号 市道の廃止及び認定について

参考資料 都市整備部道路河川課

３．認定しようとする路線 １８路線 計 1242.12ｍ

路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（m） 位置図

9107 星 田 ９ ９ 号 線 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ０ ７番 １ ８ 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ２ ５ 番 ２ 63.35 1

9410 星 田 １ ２ ７ 号 線 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ２ ４番 １ ６ 星 田 ９ 丁 目 １ ６ ２ ４番 １ ４ 50.46 1

9411 郡 津 １ １ ８ 号 線 郡 津 ３ 丁 目 １ ２ ２ ２番 １ １ 郡 津 ３ 丁 目 １ ２ ２ ２番 １ ２ 72.72 2

9412 郡 津 １ １ ９ 号 線 郡 津 ５ 丁 目 ９ ９ ５ 番 １ ０ 郡 津 ５ 丁 目 ９ ９ ５ 番 ６ 40.98 3

9413 私 部 １ ５ ８ 号 線 私 部 ７ 丁 目 ２ ４ １ ２ 番 １ 私 部 ７ 丁 目 ２ ４ １ ２ 番 ８ 33.89 4

9414 幾 野 ７ ７ 号 線 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ 番 １ ８ 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ １ ７ 番 ８ 39.15 5

9415 幾 野 ７ ８ 号 線 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ １ ７ 番 ３ 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ １ ７ 番 ６ 25.01 5

9423 幾 野 ７ ９ 号 線 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ ６ ７ 番 ６ 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ ６ ７番 １ ５ 79.00 5

9424 幾 野 ８ ０ 号 線 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ ６ ７番 １ ５ 幾 野 ２ 丁 目 ２ ０ ６ ８番 １ ２ 33.65 5

9416 私 部 １ ５ ９ 号 線 私 部 南 ４ 丁 目 ４ ０ ３ 番 ５ 私 部 南 ４ 丁 目 ５ １ ３ 番 ３ 65.60 6

9417 私 部 １ ６ ０ 号 線 私 部 南 ４ 丁 目 ４ ０ ３ 番 ７ 私 部 南 ４ 丁 目 ４ ０ ３ 番 ８ 192.83 6

9418 私 部 １ ６ １ 号 線 私部南 ４丁目 ４ ０ ３番 ４ ７ 私部南 ４丁目 ４ ０ ３番 ４ ８ 37.22 6

9419 私 部 １ ６ ２ 号 線 私部南 ４丁目 ４ ０ ３番 １ ６ 私部南 ４丁目 ４ ０ ３番 ５ ３ 92.96 6

9420 私 部 １ ６ ３ 号 線 私 部 ６ 丁 目 １ ７ ４ ８ 番 １ 私 部 ６ 丁 目 １ ７ ４ ９ 番 １ 35.97 7

9421 森 南 ３ ２ 号 線 森 南 ３ 丁 目 ２ ２ 番 １ 森 南 ３ 丁 目 ２ ５ 番 ３ 98.43 8

9422 私 部 西 ４ ０ 号 線 私部西 １丁目 １ ４ ７ ９ 番 ２ 私部西 １丁目 １ ４ ７ ９ 番 ６ 21.21 9

9103 幾 野 ６ ９ 号 線 幾 野 ３ 丁 目 １ ７ ４ ４番 １ １ 幾 野 ３ 丁 目 １ ７ ５ １ 番 ３ 225.16 10

9425 幾 野 ８ １ 号 線 幾 野 ３ 丁 目 １ ６ ９ ５ 番 ８ 幾 野 ３ 丁 目 １ ６ ９ ５ 番 ８ 34.53 10

議案書63Ｐ～66Ｐ
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星田９丁目 廃止及び新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

1

star13523
テキストボックス
40



郡津３丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

2

star13523
テキストボックス
41



郡津５丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

3

star13523
テキストボックス
42



私部７丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

4

star13523
テキストボックス
43



幾野２丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

5

star13523
テキストボックス
44



私部南４丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

7

star13523
テキストボックス
６

star13523
テキストボックス
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私部６丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

7

star13523
テキストボックス
46



森南３丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

8

star13523
テキストボックス
47



私部西１丁目 新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

9

star13523
テキストボックス
48



幾野３丁目 廃止及び新規認定

●

▲

凡　　例

起　　点

終　　点

認　　定

廃　　止

10

star13523
テキストボックス
49



議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．補正予算概要

電力・ガス料金の高騰による光熱水費の不足や国庫補助金等の精算、その他一
般会計補正予算（第６号）編成後の情勢の変化等への対応に加えて、財政健全化
に係る取組みを進めるため、国・府支出金及び一般財源により、所要の経費につ
いて補正を行うもの。

３．補正予算の財源

・国庫支出金 ５４，９９５千円
・府支出金 １７，５００千円
・地方債 △１５４，４１６千円
・一般財源（財産収入） ８９，４４３千円
・一般財源（その他） ５５４，３２９千円

参考資料 企画財政部財務課

・歳入歳出それぞれ５６１，８５１千円の増
（補正後の予算総額 歳入歳出それぞれ３１，０６３，４４８千円）

・繰越明許費の設定（１件）
・債務負担行為の追加（２２件）

２．補正予算内容
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議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

システム標準化に係るFit&Gap分析作業委託（住基系業務）

２．事業概要

国が令和7年度末までに国の標準仕様に準拠したシステムへの移行を義務化した基幹20業務
のうち、住基系業務の標準化システムへの移行を進めるため、現行システムと標準仕様書との
差異等について比較分析を行う。

参考資料 企画財政部情報政策課、市民部市民課、選挙管理委員会事務局

３．歳出関係（予算書１７ページ）

内訳 予算額

委託料 2,574千円

2,574千円

※積算根拠（標準準拠システム移行に伴う作業等委託料）
（住民記録システム） 990千円
（宛名システム） 330千円
（印鑑証明システム） 330千円
（選挙人名簿システム） 594千円
（システム共通基盤） 330千円

４．歳入関係（予算書１５ページ）

2,574千円

内訳 予算額

令和4年度デジタル基盤
改革支援補助金
（国庫補助金）

2,574千円
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

地域保全整備基金への積み立て事業

２．事業概要

市営住宅用地であった市有地を売却したことから、その収入を健康で文化的な都市
環境の形成等に有効活用するため、地域保全整備基金へ積み立てるもの。

参考資料 都市計画部都市計画課

４．歳入関係（予算書１５ページ）３．歳出関係（予算書１７ページ）

内訳 予算額

不動産売却収入
（倉治市営住宅売却分）

６２，１０３千円

内訳 予算額

地域保全整備基金積
立金（市営住宅関係）

６２，１０３千円
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

マイナンバーカード交付及びマイナポイント支援事業

２．事業概要

市民課マイナンバーカード窓口では、カードの申請・交付手続き及びマイナポイント第２弾申
請のための来庁者が急増し、大変混雑していることから、人材派遣を活用し、カード交付窓口と
マイナポイント支援の窓口を分け、窓口の混雑緩和と待ち時間の短縮等、市民サービスの向上を
図るもの。（11月中旬から別途予算確保のうえ先行実施済。）

参考資料 市民部市民課

３．歳出関係（予算書１７ページ） ４．歳入関係（予算書１５ページ）

１７，４２１千円 １７，４２１千円

内訳 予算額

マイナポイント事業費補助金 ７，８２１千円

マイナンバーカード交付事務
費補助金

９，６００千円

内訳 予算額

委託料 １７，４２１千円

・派遣 １２名
マイナンバーカード交付事務補助 ７名
マイナポイント支援 ５名
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

保育児童委託料予算の増額

２．事業概要

委託料は、保育所において子どもの保育を実施するために、市から保育所へ支給を行っている。
前年度と比較して園児数の増加が見込まれ予算に不足が生じるため、増額するもの。

参考資料 健やか部こども園課

３．歳出関係（予算書１８ページ） ４．歳入関係（予算書１５ページ）

内訳 予算額

保育児童委託料 ２，０００千円

２，０００千円 １，５００千円

内訳 予算額

国庫支出金
教育・保育給付交付金

１，０００千円

府支出金
教育・保育給付交付金

５００千円

保育児童委託料の内、国負担1/2 、府負担1/4

園児数の年間延べ人数が約20人増加の見込み
1人当たりの公定価格約100,000円×20人＝2,000千円
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

施設型給付費（２・３号認定）予算の増額

２．事業概要

施設型給付費は、認定こども園等において子どもの保育を実施するために、市から認定こども
園等へ支給を行っている。
前年度と比較して園児数の増加等が見込まれ予算に不足が生じるため、増額するもの。

参考資料 健やか部こども園課

３．歳出関係（予算書１８ページ） ４．歳入関係（予算書１５ページ）

内訳 予算額

施設型給付費（2・3号認定） ６８，０００千円

６８，０００千円 ５１，０００千円

内訳 予算額

国庫支出金
教育・保育給付交付金

３４，０００千円

府支出金
教育・保育給付交付金

１７，０００千円

施設型給付費の内、国負担1/2 、府負担1/4

・園児数の年間延べ人数が約470人増加の見込み
1人当たりの公定価格約110,000円×470人≒52,000千円

・園児数の増加により影響のある加算額の増加
2園において処遇改善等加算の増加の見込み 4,000千円

・職員配置数の増加により影響のある加算額の増加
1園においてチーム保育加算が新たに加算 12,000千円
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

移住・定住促進事業

２．事業概要

交野市住宅取得流通促進支援事業補助金の申請が想定以上にあり、必要な予算が不足するため増
額するもの。

参考資料 都市計画部都市計画課

３．歳出関係（予算書２０ページ）

内訳 予算額

交野市住宅取得流通促進支援事業補助金 ７，３００千円

７，３００千円

※積算根拠
平均補助交付額 １５０，０００円 × 申請者想定数 １００人＝１５，０００，０００円（①）

① － 積算時の予算残額 ７，７５０，０００円 ≒ ７，３００，０００円
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

市債の繰上償還（借換の未実施）【土地開発公社健全化事業】

２．事業概要

財政健全化への取組みとして、今年度実施した市有地の売却収入の一部及び公債費管理基
金を活用し、今年度の借換債（294,116千円）のうち、売却が可能な市有地に係る金額分の
借換を行わず、当該市債を償還完了とする。これにより、次年度以降当該用地の売却を可能
な状態とするもの。

参考資料 企画財政部財務課 1/2

３．歳出関係（予算書２１ページ） ４．歳入関係（予算書１５、１６ページ）

内訳 予算額

元金 １５４，４１６千円

元金（借換債） △１５４，４１６千円

※歳入歳出ともに予算総額の増減は伴わない

内訳 予算額

不動産売払収入 ２７，３４０千円

公債費管理金取崩し １２７，０７６千円

借換債 △１５４，４１６千円

５．事業実施時期と効果について

通常、金融機関等からの借入について繰上償還を行う場合は、本来負担すべき利息相当額を
基準とした補償金を支払う必要があるが、借換を設定した市債（償還期間20年の10年目）は、
約定によりその時期に全額を一旦償還するため、再度借り入れる額を調整することで、補償金
の負担無く繰上償還と同様の効果を得ることができる。

※現契約と同条件で借換を行った場合、残期間に負担する利息は1,370万円程度と見込む。
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

６．対象となる用地

青山３丁目２２０６番５１、５２ 合計４９６．４㎡
平成２４年度に土地開発公社から買戻し

参考資料 企画財政部財務課 2/2

７．今後の見通し

当該用地を来年度以降売却予定。売却による収入（5,000万円程度を想定）については、
土地開発公社健全化事業を含む市の総負債圧縮に活用する。
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議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．補正内容

人事異動に伴う人件費の増減及び勧奨退職者等に係る退職手当の増額

２．概要

令和４年度の人事異動に伴い、給料、職員手当等の過不足の生じる費目について増減の補
正を行うもの。また、当初予算で予定していなかった退職者２名（勧奨退職者１名・自己都
合退職者１名）の退職手当に係る予算を増額補正するもの。

参考資料 総務部人事課

３．補正明細（予算書 １７ページ～２０ページ）

費 目 給 料 職員手当 共済費 職員手当（退職）

一般管理費 ０ ０ ０ ２７，１９４

選挙管理委員会費 ２，０００ ２，０００ １，０００ ０

児童福祉総務費 ２，０００ ０ ０ ０

保育所費 △１１，０００ △６，０００ △３，０００ ０

農業総務費 △５，０００ △２，０００ △１，０００ ０

都市計画総務費 ３，０００ ３，０００ １，０００ ０

事務局費（教育費） ９，０００ ３，０００ ２，０００ ０

合計（千円） ０ ０ ０ ２７，１９４
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

公共施設等に係る光熱水費予算の増額

２．事業概要

電気、ガス料金の高騰に伴い不足する各公共施設等の光熱水費予算について、補正予算措置
を行うもの。

参考資料 各施設所管課

３．歳出関係（予算書１７ページ～２１ページ）

合計 ６９，９６６千円（以下１０項目、予算書表示順） （千円）

対象施設等 所管課 補正予算額

市役所本館、別館等 総務課 ８，６０８

私部公園・倉治公園 社会教育課 １，１７５

消防本部・消防署 消防総務課 ２，０００

小学校（９校） まなび舎整備課 ２４，００６

中学校（４校） まなび舎整備課 １５，０４２

青年の家 社会教育課 ３，８４７

倉治図書館・星田会館図書室 図書館 ２，２８７

放課後児童会 青少年育成課 ５７０

第１児童センター 青少年育成課 ４３１

給食センター 給食センター １２，０００
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議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

国庫補助金等の返還に係る予算措置

２．事業概要

令和３年度に概算交付等により受け入れた国庫補助金等のうち、事業費の確定により交付額
を下回り、返還が必要となったものについて、返還金の歳出予算を措置するもの。

参考資料 各補助金所管課

３．歳出関係（予算書１７ページ～１９ページ）

補助金名称等 所管課 補正予算額

社会保障、税番号制度システム整備費等国庫補助金 市民課 ９，７５０

生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金 福祉総務課・生活福祉課 ５，００７

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 福祉総務課・生活福祉課 ４，２６６

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金 子育て支援課 １，９２１

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 福祉総務課 ５，３３６

子育て世帯生活支援特別給付金事業費国庫補助金 子育て支援課 ３８，５４３

子ども・子育て支援交付金 子育て支援課 １０，９７９

生活保護費国庫負担金 生活福祉課 ７３，３８４

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金 ワクチン接種対策室 １４７，０９５

新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金 ワクチン接種対策室 ９，０１２

合計 ３０５，２９３千円（以下１０項目、予算書表示順） （千円）
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議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

３．繰越明許費の額等

参考資料 都市整備部道路河川課

繰越明許費の設定（森私市線舗装補修工事）

令和４年度に詳細設計を行った結果、車道部分の劣化が想定以上に著しく、表層だけでなく基
層も補修する必要が生じたことや、歩道部分の盛土部の改修に想定以上の対策が必要となること
から、必要施工日数が大幅に増え、年度内の工期では施工困難なため。

４．繰越理由

２．事業概要

令和元年度に策定した「交野市舗装補修工事」に基づき、ひび割れなど舗装の劣化が著しい路
線である、市道森私市線の補修を行う。また、歩道部分の劣化も著しいため、舗装補修にあわせ
て改修工事を行う。

（予算書７ページ）

（款）土木費 （項）道路橋梁費
４０，０００千円

180m

位置図

水道局

河内森駅

-62-



議案第８２号 令和4年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

経常的業務に係る債務負担行為の設定

２．事業概要

各所管課で経常的に実施する事務に関連する業務について、令和５年度当初から業務を実施
する必要があることから、令和４年度中に事業者選定及び契約等を行うために、債務負担行為
を設定するもの。

参考資料 各事業等所管課

３．事業概要、限度額等（予算書８ページ～９ページ）

事項 期間
限度額
（千円）

事業概要等 担当課

タブレット端末の通信費 令和５年度まで １，８００ タブレット端末利用に係る通信回線の提供 情報政策課

電力調達 令和５年度まで １７１，１２３ 各公共施設等の電力調達 総務課

都市ガス調達 令和５年度まで １４，６４７ 各公共施設等の都市ガス調達 総務課

用紙購入 令和５年度まで ３，９１４ Ａ４用紙の購入に係る単価契約 総務課

マイクロバス運行管理業務委託 令和５年度まで ２，４０６
総務課所有のマイクロバスの運行管理業務（運転業
務及び車両管理業務）

総務課

市役所本館等自家用電気工作
物保安管理業務委託

令和５年度まで ６９９
市役所本館、別館、旧消防庁舎の自家用電気工作
物保安管理業務

総務課

文書配送等業務委託 令和７年度まで １４，３８２ 市の各部署、施設間の文書配送業務 総務課

市役所本館等受付案内業務委
託

令和７年度まで １０，９１４
市役所本館、別館、第２別館の来庁者受付・案内業
務

総務課

対象となる債務負担行為の一覧 その１
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事項 期間
限度額
（千円）

事業概要等 担当課

市立認定こども園体操教室業務
委託

令和５年度まで ８００ 市立認定こども園での体操教室の実施 こども園課

市民健（検）診（集団健（検）診）
事業

令和７年度まで １４２，７８０
健康増進・食育推進計画及び健康増進法等に基づ
く集団検診業務

健康増進課

環境調査等委託（大気環境測定
機器保守点検）

令和５年度まで ６，１６０
市内一般大気環境及び第二京阪道路沿道の大気
環境測定を行う機器の維持管理業務

環境衛生課

環境調査等委託（第二京阪道路
騒音調査等）

令和５年度まで １，５００ 第二京阪道路からの騒音等の影響監視業務 環境衛生課

乙辺浄化センター施設管理等業
務委託

令和５年度まで ９，６６９
乙辺浄化センター運転管理等業務（施設の運転管
理、し尿及び浄化槽汚泥の受入れ確認等）

乙辺浄化
センター

小中学校児童・生徒健康診断 令和５年度まで ４，５７０ 児童生徒の健康診断（結核検診、尿検査）業務 学務保健課

小中学校給食用昇降機保守点
検業務委託

令和５年度まで ２，３８５
各小中学校に設置されている給食用昇降機の保守
点検業務

まなび舎整備課

小中学校給排水衛生機器定期
検査等業務委託

令和５年度まで ２，０３４ 各小中学校の給排水衛生機器の保守点検業務 まなび舎整備課

ICT支援員配置事業 令和５年度まで １１，０６２
教育ＩＣＴ環境を円滑に保守していくためのICT支援
員を配置する業務

まなび未来課

教育ICT整備に係るSE配置事業 令和５年度まで ７，９１２
学校ICT環境の運用及び環境整備支援のためのＳＥ
配置業務

まなび未来課

交野市立青年の家及び武道施
設清掃業務委託

令和７年度まで ２２，３９８ 青年の家及び武道施設等の清掃業務 社会教育課

学校給食物資納入 令和５年度まで ６１，４７７
学校給食に使用する青果、精肉類等交野市学校給
食物資の選定及び単価契約

給食センター

一般廃棄物収集運搬業務委託
（給食センター）

令和５年度まで １，３００
学校給食に係る調理くず、容器、残菜等一般廃棄物
の収集運搬業務

給食センター

対象となる債務負担行為の一覧 その２
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議案第８２号 令和４年度交野市一般会計補正予算（第７号）について

１．事業名称

小中学校プール用濾過機ろ材取替工事

２．事業概要

交野市立小中学校におけるプール用濾過機保守点検の結果、ろ材の汚損等の不具合を発見した
ため、ろ材取替及び不具合改修を実施するもの。
来年度のプール授業開始までに工事を完了する必要があるため、今年度中に発注を行うもの。

参考資料 まなび舎整備課

３．債務負担関係（予算書９ページ）

１２，０００千円

事項 期間 限度額

小中学校プール用濾過機
ろ材取替工事にかかる債務負担

令和５年度まで １２，０００千円

※積算根拠等
小中学校プール用濾過機ろ材取替工事 実施設計
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議案第８３号 令和４年度交野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

１．事業名称

特定健康診査業務委託

２．事業概要

特定健康診査事業については、現在の契約期間（３年間）が、令和５年３月末で終了するに伴
い、来年度当初から事業が開始できるよう、前年度中に委託業者の選定を行うもの。

参考資料 市民部医療保険課

３．債務負担関係（予算書４ページ）

７３，６４５千円

事項 期間 限度額

特定健康診査業務委託に係る債務
負担

令和７年度まで ７３，６４５千円
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議案第８３号 令和４年度交野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

１．事業名称

特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画策定支援業務委託

２．事業概要

交野市国民健康保険第4期特定健康診査等実施計画及び第3期データヘルス計画を来年度に策定
するにあたり、前年度中に委託業者を決定し、策定準備を行うもの。

参考資料 市民部医療保険課

３．債務負担関係（予算書４ページ）

２，５３０千円

事項 期間 限度額

特定健康診査等実施計画及びデータヘルス計画
策定支援業務委託に係る債務負担

令和５年度まで ２，５３０千円
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議案第８３号 令和４年度交野市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

１．事業名称

国民健康保険の保健指導事業

２．事業概要

国民健康保険の保健指導事業委託契約が令和５年３月末で終了することから、来年度の事
業開始にあたり、年度当初から実施出来るよう、前年度中に委託業者の選定を行うもの。

参考資料 市民部医療保険課

３．債務負担関係（予算書４ページ）

２６，１１３千円

事項 期間 限度額

国民健康保険の保健指導事業に係る債務負担 令和５年度まで ２６，１１３千円
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議案第８４号 令和４年度交野市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

１．事業名称

後期高齢者医療保険の保健指導事業

２．事業概要

後期高齢者医療保険の保健指導事業委託契約が令和５年３月末で終了することから、来年度の事
業開始にあたり、年度当初から実施できるよう、前年度中に委託業者の選定を行うもの。

参考資料 市民部医療保険課

３．債務負担関係（予算書４ページ）

２，０５２千円

事項 期間 限度額

後期高齢者医療保険の保健指導事業に係る
債務負担

令和５年度まで ２，０５２千円
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